
各　　位

（コード番号：1870　　東証1部・名証1部）

Ⅰ．連結損益の状況について

❏ 連結経営成績

（※）平成24年5月9日公表値。なお、平成25年4月23日に「業績予想の修正に関するお知らせ」を開示しております。

H25.3実績 期首計画（※） 計画比
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IR資料　当社グループの経営現況について

平成25年3月期　連結決算

　当社グループの平成25年3月期連結決算の概要と経営現況を以下の通りまとめましたので、ご参照いた

平成25年5月8日

上 場 会 社 名 矢作建設工業株式会社
代 表 者 名 取締役社長 藤本 和久

47,691

16,000

63,000

兼業事業売上高

106.3%

だければと存じます。

H24.3実績 増減率

70,000

H26.3通期予想

14,600

▲1.0% 

14,238

48,161 55,400

35.2%

8,470

売上総利益 12,091

8,513 8,300 8,730

12,380

4,100

12,184 ▲0.8% 12,400

▲2.5% 

3,910

（売上総利益率） (18.1%) (19.7%) (19.5%) (17.7%)(▲1.4pt) 

兼業事業総利益 3,578

9,084 4.7% 9,080

完成工事総利益

販売費及び一般管理費 9,509 10,400

3,454 3.6%

営業利益 2,581 2,000 129.1% 3,100 ▲16.7% 3,300

経常利益 2,133 1,500 142.2% 2,635 ▲19.1% 2,900

（営業利益率） (3.9%) (3.2%) (0.7pt) (5.0%) (▲1.1pt) (4.7%)

（経常利益率） (3.2%) (2.4%) (0.8pt) (4.2%) (▲1.0pt) (4.1%)

(2.1%) (▲0.3pt) (1.9%)

当期純利益 1,184 900 131.6% 1,295 ▲8.5% 1,300

（当期純利益率） (1.8%) (1.4%) (0.4pt)

（単位：百万円）
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【平成25年3月期】

【平成26年3月期末予想】

Ⅱ．部門別の概況

1． 工事部門

1-1. 建築工事

❏ 受注高及び売上高の状況

また利益につきましては、建設事業の増収効果に加え戦略分野の見直しに努めた結果、各利益

段階で計画を上回りました。

一般建築工事の分野においては、物流工場施設や住宅の受注が増加したことから、受注高は前

期実績を上回りましたが、売上高については期首手持工事の施工の進捗が遅れたことから、前

期実績を下回りました。

一方で、耐震補強の分野においては、受注高・売上高とも前期実績を下回りました。

今後、市場や顧客の広範なニーズに応えるべく、様々な構造・用途・規模の建築物に関する建

建築工事につきましては、受注高・売上高とも前期実績を下回りました。

設コストの構造分析を通じて生産性や競争力の一層の向上に注力し、事業の拡大を図ってまい

平成25年3月期（当期）は前期に比べ増収減益となりました。

これは、兼業事業における分譲マンションの販売は好調に推移いたしましたが、建設事業にお

ける耐震補強分野の売上高ならびに利益が減少したことによるものです。

平成26年3月期（来期）につきましては、民間建築工事や土木の施工が順調に進捗することか

ら、増収増益を見込んでおります。

H25.3実績 H24.3実績 増減額

期首計画に対しては、売上高は建設事業における耐震補強分野の工事施工及び兼業事業におけ

る分譲マンションの販売が当初予想以上に順調に進捗したことにより計画を上回りました。

（単位：百万円）

連結受注高

20,059

連結売上高 32,839 34,777

増減率

▲16.7% 

▲5.6% ▲ 1,937

▲2.5% 

30,082 36,123 ▲ 6,040

ります。

耐震補強工事

一般建築工事

12,527

17,555 16,063

▲ 7,531

1,491

▲37.5% 

9.3%

▲8.5% 

耐震補強工事 16,468 16,892 ▲ 423

一般建築工事 16,370 17,885 ▲ 1,514
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① ピタコラム事業

❏ 実績及び予想

② ウッドピタ事業

❏ 受注高の推移

1-2. 土木工事

❏ 受注高及び売上高の状況

クリート剥落防止に有効なウォールプロテクト工法など、差別化事業の拡大を図ってまいりま

1,077

11.0%

土木工事につきましては、大型の民間工事が竣工を迎えたことに加え、当社独自の差別化工法

今後、技術力、提案力の更なる向上に向けて技術提案型の公共事業への取り組みを強化すると

ともに、防災・減災に有効なパンウォール工法、また既設インフラの維持・補修に向けたコン

ナー・相談会による集客活動が奏功し、受注高は前期の約1.5倍にまで伸張いたしました。

連結売上高 14,851 13,384 1,467

連結受注高 15,682 14,605

差別化を進めてまいります。

連結受注高 10,971

H24.3実績 増減額

19,007 ▲42.3% ▲ 8,036

H25.3実績 H24.3実績

（単位：百万円）

り起こしに注力するとともに、全国の代理店との連携強化を図り、事業の効率的な展開に繋げ

てまいります。

ウッドピタ事業は、首都圏を中心に耐震補強への関心が高まる中で、効果的な広告展開とセミ

今後は、耐震化への関心が高いと想定される登録顧客へのアプローチを強化し、潜在需要の堀

受注高 1,556 47.9%

16,000 45.8%

H26.3予想 増減率増減率増減額

やかに対応すべく技術開発を推進し、商品ラインナップと事業スキームの拡充を図り、更なる

一方で、学校施設以外の耐震診断・設計件数は着実に増えており、来期以降、これらの案件が

今後、市場、顧客、或いは案件毎の特性に応じてニーズを細分化したうえで、それらにきめ細

工事として出件してくるものと見込まれることから、回復基調に乗るものと予想しております。

0.3%連結売上高 15,000▲6.8% 14,948 16,039

当期は、公立学校施設の耐震化市場の深耕に加え、公共施設や公営住宅、或いは民間分野の市

場開拓に注力してまいりましたが、受注高・売上高ともに前期実績を下回りました。

1,052

H25.3実績

（単位：百万円）

H24.3実績 増減率

増減率

▲ 1,091

7.4%

す。

（単位：百万円）

パンウォールの販促が順調に進捗し、受注高・売上高とも前期実績を上回りました。

H25.3実績
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① パンウォール事業

❏ 受注高の推移

2． 兼業事業

❏ 売上高の状況

① 分譲マンション事業

❏ 実績及び予想

※共同事業物件については総戸数を計上しております。

引渡しを迎えたことから、販売戸数は大幅に増加いたしました。

分譲マンション事業においては、販売が好調に推移した名古屋市内や首都圏の大型物件が完成

引渡ベース

▲122戸

2,451

502戸

1,634

契約ベース

来期は、当期に比べ供給戸数は減少するものの、名古屋市内の物件を中心に販売状況は堅調で

いります。

▲371戸

あり、引き続き早期完売に向けて事業全体のスピードアップを図り、収益の向上に注力してま

50.0%

663戸 332戸 292戸

35.2%19,249 5,01014,238

▲34戸536戸

▲24.2% 

H24.3実績 増減

14,600

H26.3予想 増減

380戸

+331戸

全国における販促活動を通して、施工スピードやコスト面での優位性が広く認知され、当期の

増減額 増減率 増減率H25.3実績 H24.3実績

販売戸数 H25.3実績

H26.3予想

土木分野における当社の差別化商品の一つである地山補強土壁工法パンウォールはこれまでの

（単位：百万円）

受注高は前期の1.5倍にまで伸張いたしました。

今後、既設ブロック擁壁の被覆補強、法面の急勾配化、緑地保護など、法面補強にあたっての

多種多様なニーズに応えられる強みを活かし、採用件数の更なる上積みを図ってまいります。

連結売上高

受注高

（単位：百万円）

H25.3実績 増減率H24.3実績
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Ⅲ．連結財政状態について

❏ 連結貸借対照表

（ご参考）主要経営指標

13,933 18,784

資産の部 増減

現金預金

H25.3実績 H24.3実績

11,747 13,214 185支払手形・工事
未払金

13,400

増減負債の部 H25.3実績 H24.3実績

（単位：百万円）

12,587 840

▲ 4,851

流
動
資
産

売上債権

未成工事支出金

販売用不動産

5,736 3,980 1,755

21,091 20,805 286

▲ 2,963

▲ 422

▲ 995

▲ 669

▲ 32

H25.3実績 H24.3実績

資産合計

26,310 26,980

69

299

繰延資産

固
定
資
産

合計

1,452 2,447

331

32,563

81.5% 81.7% ▲0.2pt 

自己資本比率 33.8% 31.3%

その他

その主な要因は、売上債権の回収が進んだことから工事立替負担が大きく減少し、これ

62,092 ▲ 4,975

86,283 90,397 ▲ 4,113

31,438

44 ▲ 25

その他

合計

有形固定資産

無形固定資産

7,945 3,632

140 1,140

▲ 4,832

▲ 140

19,372 ▲ 8,331

▲ 1,000

37,359

4,280

4,312

▲ 1,124

固
定
負
債

投資その他の資産

54,800 57,764

4,827 5,250

負債合計

合計

長期借入金

純資産

32,526

13,250

7,200

社債

合計

29,166

57,117

4,140

流
動
負
債

▲ 142

28,304 861

479

▲ 481

12,771

7,681

その他

24,590 24,732

当期は、総資産が約41億円減少いたしました。

増減

流動比率 168.5%

この結果、自己資本比率は33.8％と前期末と比較して2.5ポイント上昇しております。

2.5pt

をもとに短期借入金を中心に有利子負債を約90億円圧縮したことによります。

154.6% 13.9pt

当座比率

短期借入金

1年内償還予定
の社債

11,041

以　　上
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